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連日のご奮闘、ご苦労様です。
猛暑のなか、現地・埼玉では実行委員会が開催され、商工交流会の魅力や意義を大いに語り、「埼玉から800人の参加を」と成功への決意が固めあわれました。
分科会で豊かな運動交流ができるように予稿集を作成します。持ち込みレポート大歓迎です。詳しくは事務局までお問合せください。－盆休み前に、参加申込をお願いしますね☆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆コンテンツ☆
・現地実行委員会開かれる
・【第９分科会】
中小企業振興条例と地域産業政策の課題
◇第17回商工交流会の成功をめざす埼玉実行委員会開かれる
　　8月8日（火）埼玉実行委員会が開かれ、埼玉労連、埼玉自治労連、埼玉土建、第一経営などから15人が参加。7月1日以降の賛同・後援のお願いを通じ、埼玉県振興公社、さいたま市、新聞各社、ＦＭ・ＮＡＣＫ５，ＮＨＫさいたま放送局などの後援が得られたことが報告され、完成した「埼玉版パンフ・チケット」が披露されました。このパンフは後援することになったさいたま市から、浦和レッズサポーターなどの写真提供を受けて作成したもので、赤を基調にした躍動感あふれるサポーターの姿が印象的です。埼商連からは、800人の参加目標を設定し、商店会、金融機関、他団体などへ参加申入れを行うことなどが報告されました。また、企画についても意見交換がされ、各団体から、「パネルディスカッションはどれも出たい」、「ＴＰＰは貿易だけに関する問題ではない。非関税障壁の撤廃は雇用にも悪影響」「コメの先物取引再開で、既に米が逼迫傾向に。9月中には手に入らなくなるのではないかと不安が生じている」など、学習・運動を強める機会にもしていこうと話し合われ、実行委員会として地方議員への参加も呼びかけていくことを確認しました。
◆8月5日に埼商連実行委員会が訪問した団体◆

埼玉経済同友会、埼玉県商工会議所、埼玉県商工会連合会、埼玉県信用保証協会、埼玉県産業振興公社、埼玉県トラック協会、埼玉県総合建設業協同組合、埼玉県建設大工工事協会、日本塗装工業会、埼玉建築士会、埼玉建設業協会、埼玉県測量設計業協会、埼玉県労働災害防止協会、埼玉県地質調査業協会、埼玉県造園業協会、埼玉県電業協会、埼玉アスファルト合材協会、生活衛生同業組合（社交飲食業、食肉業、鮨商、美容業、ホテル旅館、麺類業、料飲業、調理師会、麺類業など10組合）、全国農業協同組合連合会埼玉県本部、埼玉県米穀小売商業組合、産経新聞社、毎日新聞社、埼玉社保協

2010年6月18日に「新成長戦略」が閣議決定されましたが、この日には、中小企業憲章も同じく閣議決定されています。新成長戦略は、ＴＰＰ参加をはじめ例外なき関税障壁の撤廃など、一層のグローバル化への対応を求めるものであり、国内の一層の空洞化は避けられません。「憲章」は、このような情勢をもとに、「基本理念」として、「中小企業は、経済やくらしを支え、牽引する」と中小企業存在の普遍的な意義を述べ、「中小企業は、社会の主役として地域社会と住民生活に貢献し、伝統技能や文化の継承に重要な機能を果たす」「国家の財産ともいうべき存在である」と評価。中小企業の力を発揮してこそ、今日の難局も打開できるとし、８つの行動指針を示し、当面する政策上の課題と方法を提起しています。その意味で、この「憲章」の理念と課題を各地域の実情、実態にあわせて具体化し、どう実践していくかが今後の課題になります。そして、その具体化が今後の地方行政の役割となります。

地方自治体の中小企業振興の理念、施策の基本方向等を示した「中小企業振興基本条例」が2000年以降、各地で次々と制定されています。都道府県では北海道、青森、福島、茨城、埼玉、千葉、神奈川、三重、京都、大阪、福井、奈良、山口、徳島、熊本、沖縄の16道府県で制定され、市町村レベルでも制定が相次いでいます。

９分科会では、条例づくりと条例に基づく産業振興策の具体化についての取り組みを交流、深めます。助言者は、国の中小企業憲章の制定にも関わった三井先生です。その体験も踏まえ、『中小企業政策と「中小企業憲章」』を公刊されています。
レポートでは、中小企業振興条例を制定した吹田から「吹田市産業振興政策への提案」、神奈川から「中小企業憲章・条例を活かして、地域経済を元気に」などのレポートや県レベルではじめてリフォーム助成を制定した秋田から「秋田県住宅リフォーム助成制度の経済効果の検証と今後の課題」などの報告が予定されています。

****************《参加申し込みについて》****************
１、日時・開催場所　
第１日：９月17日（土）　12：30～　〔会場：埼玉会館　他〕
【全体会】問題提起・特別報告　基調講演：吉田敬一（駒澤大学教授）
【パネルディスカッション】　15：00~18：00
　　　Ａ「だれのための復興か―東日本大震災ビジョンを問う」

　　　Ｂ「脱原発、自然エネルギーで地域の再生へ―中小業者の役割発揮を」

　　　Ｃ「ＴＰＰと中小業者」

【参加者交流会】18：30～（ワシントンホテル）　参加費：５千円

第２日：９月18日（日）　9：00~15：00

14分科会と移動分科会〔会場：埼玉会館　他〕

２、参加費　　２日間：10,000円、学生・院生3,000円
問合せ・参加申込は民商・全商連まで

参加申込用紙・リーフレットをお送りします。参加費を添えて8月25日（木）までに実行委員会に申し込んでください。
実行委員会事務局：全商連☎03-3987-4391（代）

宿泊希望は、勤労者レクリェーション協会へ☎03-3984-0401



【第９分科会】中小企業振興条例と地域産業政策の課題


【助言者】　　　三井逸友さん（横浜国立大学教授）


―地域経済をどう再生していくのか。中小企業憲章制定後の各地の運動の交流をはかり、今後の課題や展望を語り合います。―





第17回中小商工業全国交流・研究集会


住民・中小業者主体で持続可能な地域社会の構築を


－グローバル化新時代の課題－　




















